
平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

703 3,644 17.1 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

子育て支援課長
相川　浩一

（ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 665 2,647 13.3

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 580 2,801 13.4

□ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

11,085 未把握 50.1 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 件 ） （ ％ ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 11,370 未把握 48.2

上乗 □ （ 件 ） （ ％ ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 11,092 未把握 51.1

□ （ 件 ） （ ％ ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

17,263 777 13 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

子育て支援課長
相川　浩一

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 19,661 657 12

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 16,061 525 19

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

3,804 16 未把握 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □

上乗 □ （ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

子育てと家庭に関する総合相談を行う機関とし
て、必要な調査を行い、地域の関係機関と連携を
とりつつ、指導・援助等を行うことで、子どもや
その家庭の問題を少しでも改善していく。このこ
とによって、子どもと家族の改善を図り、保護者
の子育ての負担を軽減し、子ども自身の健康増
進・情緒の安定を図る。健全な子育てができるよ
う、孤立化を防ぎ育児不安を持つ保護者を軽減し
ていく。

１８歳未満の
児童と保護者
で、子ども家
庭支援センタ-
を利用した人

3,404

意図

0

東久留米市次世代支援行動計画の進捗
状況を調査し、公表する。あわせて市
民意見を聴取。

390

479

314

27年度以
降方向性

現状維持

11-04-04

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

「父母その他の保護者が子育てについての
第一義的責任を有する」という基本認識の
もとに、安心して子どもを産み育てられる
ように、子育て家庭全体を支援していく。

次世代育成支援行動
計画事業

全額補助

意図

次世代育成支援対策推進法

その他

11-04-02

子育て支援課
子育て支援係

根拠
法令
等

自主的

0

対象 子ども自身や子育て家庭全般

子 育 て 家 庭
（０～１８歳
未満）世帯数

手段
・

内容

309

説明欄：26年度以
降方向性

説明欄：次世代育成支援対策推進法が制定さ
れ、市町村の行動計画策定が義務付けられ
た。
　平成16年度に前期計画（平成17～21年度）
を策定し、平成21年度に後期計画（平成22～
26年度）を策定した。
　現在、後期計画の進捗を確認し、計画にあ
る各目標の達成に向け努めるところである。
また、後期計画の進捗状況確認作業に、人件
費が発生している。
　また、平成27年度以降に関しては、国の動
向や子ども・子育て支援新制度の動向を注視
していく必要があると考える。

現状維持
27年度以
降方向性

0

0

27年度以
降方向性

27年度以
降方向性

サポート活動件
数

サポート会員
一人あたりに
対するサポー
ト活動件数 7,753 8,520

現状維持

子育てがしや
す い 環 境 が
整っていると
感じている市
民の割合

5

484

計画の進捗率

市全額

8,003

26年度以
降方向性

390

26年度以
降方向性

8,474

8,784

767

781

対象

努力義務的

手段
・

内容

7,753

意図

ファミリーサポートセンター事業委託
・事業説明会（ファミリーサポート会
員の募集）
・会員に対する講習会開催等
・会員のサポート活動

説明欄：

説明欄：

6,353

説明欄：平成 25年度よ
り、子育て支援交付金
（旧次世代育成支援対策
交付金）（国補助）から
子育て支援対策臨時特例
交付金（安心こども基
金）（都補助）へ移行。
補助金額は2,000千円で
ある。

27年度以
降方向性

26年度以
降方向性

6,003

11-04-01

子育て支援課
子育て支援係

根拠
法令
等

ファミリーサポート
センター事業

事業
形態

現状維持

センター会員

721

市内に居住する労働者等の仕事､育児の両立
及び地域の子育て支援のための環境設備を
行い、そのセンター会員相互の育児に関す
る援助活動等の運営を社会福祉協議会に委
託する。

サポート会員
数 と フ ァ ミ
リー会員数と
両方会員

その他
説明欄：

説明欄：次世代育成支援対策推進法が制定さ
れ、市町村の行動計画策定が義務付けられ
た。
　平成16年度に前期計画（平成17～21年度）
を策定し、平成21年度に後期計画（平成22～
26年度）を策定した。
　現在、後期計画の進捗を確認し、計画にあ
る各目標の達成に向け努めるところである。
また、後期計画の進捗状況確認作業に、人件
費が発生している。
　また、平成27年度以降に関しては、国の動
向や子ども・子育て支援新制度の動向を注視
していく必要があると考える。

現状維持

5

27年度以
降方向性

5,520

現状維持現状維持

4,147

80,992

説明欄：仕事と育児の両立に、厚生労働省は
ファミリー・サポート・センター事業を実施
するところで、地域の幼児・児童を受け入れ
られる体制の整備を地方自治体に求めるとこ
ろである。これを受け、市は平成14年度から
本事業を開始した。

事業は、会員同士の相互扶助によるもの
で、その運営を（社福）東久留米市社会福祉
協議会に委託している。
　毎年度、会員数や活動件数は増加にあり、
事業の社会的ニーズを確認するところであ
る。

一般財源分

11-04-03 全額補助

事業
形態

一般財源

事業費の概要説明

19,896

子ども家庭支援
センタ -で取り
扱った相談件数

説明欄：東京都による子
ども家庭支援センターの
補助率は２分の１。

26年度以
降方向性

説明欄：虐待対応が児童相談所から住民によ
り身近な地域で求められてきている。子ども
と家庭に関する総合相談、地域組織化事業の
二本柱で、子育て家庭の孤立を防ぎ、起こっ
ている問題解決の支援を充実させる。

27年度以
降方向性

60,315

19,701

26年度以
降方向性

79,784

対象

育児相談､虐待の疑い等各種の相談業
務に従事している。虐待防止の観点か
ら育児講座、ボランテイア育成講座等
の講座を設け、また、在宅サービスと
しては、子どもショートステイを実
施。子育て講座等地域事業の実施。

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

義務的

義務的

全額補助

児童福祉法
東久留米市ファミリー・サポート・セン
ター事業実施要綱

子育て支援課
子育て支援係

事務事業名

根拠
法令
等

その他（　　　　　　　　　　　　　）

直営（委託無）

一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

自主的

努力義務的

義務的

自主的

努力義務的

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-04 家庭・地域における子育て力の向上

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標 指標 指標

事務事業全体
活動指標

（手段の数値指標化）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

直営（委託無）

（都）子供家庭支援センター実施要綱
（都）子育て広場事業（地域子育て拠点事
業）実施要綱
（市）東久留米市子ども家庭支援センター
条例

児童相談件数
のうち、虐待
の疑いの相談
件数の割合

65,235 85,131

61,291

19,469

子ども家庭支援セン
ター運営事業

保育課
保育係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

一部補助有 市全額

地域の子育て支援事
業（地域交流の場の
提供事業）

全額補助

26年度以
降方向性

現状維持

説明欄：

その他（　　　　　　　　　　　　　）

対象

子育てに関して支援を必要としている
18歳未満の児童および保護者

2,686

説明欄：

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

説明欄：

3,460 1,671

手段
・

内容

異年齢交流事業（七夕祭り、夏祭り、
芋掘り、運動会、作品展、園庭開放な
どへ親子が参加し園児と交流する）を
地域の児童及び保護者の参加のもと実
施。また併せて園において子育て講座
等を実施し子育てにおける相談・助言
を行っている。

説明欄：少子化で地域の子育て世帯の交流が
少なくなっている中、地域の子育て家庭を支
援する役割が地域の子育て支援拠点である認
可保育所に求められている。認可保育所の有
する子育てに関するノウハウや知見、また場
所等を活用し、地域の子育て世帯へ向けて還
元できる事業を実施していく。また子育て世
帯に向けた育児講座を開催し、子育てに対す
る悩みを積極的に解消するよう努めていく。

説明欄：都子供家庭支援
区市町村包括補助事業に
より1/2補助

小学校就学前児童及び家庭で子育てを
行っている保護者。

在宅の児童数
（6歳未満の児
童数－認可保
育 園 入 所 児
数）

市全額

児童福祉法

3,343 117

事業実施園数 参加児童数

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
認可保育園が保育に欠けている児童の
保育だけではなく、地域の子育て家庭
も支援する。

一部補助有

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

一般財源

事業費の概要説明

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-04 家庭・地域における子育て力の向上

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標 指標 指標

事務事業全体
活動指標

（手段の数値指標化）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

4,310 114 100 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

子育て支援課長
相川　浩一

（ 人 ） （ 事 業 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 4,127 180 100

上乗 □ （ 人 ） （ 事 業 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 2,547 232 100

□ （ 人 ） （ 事 業 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

3,081 12,600 271.3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 3,056 13,126 328.3

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 3,095 12,815 279.3

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8,458 1 196 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 施 設 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 9,300 1 145

上乗 □ （ 人 ） （ 施 設 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 9,272 1 162

□ （ 人 ） （ 施 設 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

917 16 854 必要性 4 有効性 3 達成度 4 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 4 効率性 3

図書館長
岡野　知子

（ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 947 16 837

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 970 16 957

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

11-04-06

図書館
図書サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

図書館法、子どもの読書活動の推進に関す
る法律、文字活字文化振興法、東久留米市
立図書館条例、第二次東久留米市子ども読
書活動推進計画、東久留米市次世代育成計
画

ブックスタート事業

全額補助 一部補助有

対象 市内在住の１歳６ヶ月児とその保護者

１歳６ヶ月児
ブックスタート
実施回数

ブックスター
トパック配布
数

26年度以
降方向性

899 26 925

手段
・

内容

現状維持
説明欄： 26年度以

降方向性
現状維持

899
説明欄：他自治体で実施のブックスタート
は、６カ月健診で実施することが多いが、当
市においては健康課と協議の上、１歳６ヶ月
健診での実施としている。子どもが本に興味
を持ち始める月齢でもあり、時期としては妥
当と考える。具体的な実施方法についても、
健康課と随時調整を行っている。対象者から
の評価は高い。

説明欄：他自治体で実施のブックスタート
は、６カ月健診で実施することが多いが、当
市においては健康課と協議の上、１歳６ヶ月
健診での実施としている。子どもが本に興味
を持ち始める月齢でもあり、時期としては妥
当と考える。具体的な実施方法についても、
健康課と随時調整を行っている。対象者から
の評価は高い。

27年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

健康課の健診時に、図書館員・ボラン
ティアが絵本の読み聞かせ、わらべう
た等を実際に乳幼児に行う。絵本とと
もにブックリスト、利用案内を手渡
し、家庭や地域での子どもの読書活動
の導入とする。

市全額

1,046 592 1,638 1,046

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

乳幼児をもつ保護者が読み聞かせ等を
体験することで、乳幼児期の読書の大
切さを理解し、家庭でも読書活動を行
うようになる。子どもの健やかな成長
を促す。

904

その他（　　　　　　　　　　　　　）

（都）子育て広場事業（地域子育て拠点事
業）実施要綱
（市）平成22年度東久留米市地域子育て支
援センター事業費補助要綱

3,781

9041,421 2,325

保護者の子育
て不安解消率
（心身ともに
健やかに育っ
てほしいと考
える保護者数
／保護者数）

24,092

7,491

現状維持

29,961

現状維持
27年度以
降方向性

11-04-07

11-04-08

対象
病中又は病気の回復期にあり、集団保
育が困難な１歳以上小学校３年生まで
の児童。

1歳～９歳の児
童数

病児・病後児保
育を実施した施
設数

全額補助

自主的 努力義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

27年度以
降方向性

説明欄：補助金は平成２
５年度からは子育てひろ
ば事業補助金（安心こど
も基金）に移行。

説明欄：

3,531

26年度以
降方向性

説明欄：

3,459

11-04-05

地域子育て支援セン
ター事業

子育て支援課
子育て支援係

現状維持
27年度以
降方向性

説明欄：地域で、家庭で子育てしている保護
者にとってはニーズは高い。施設の地理的利
便性に難があるが、広報、ホームページでの
周知を重ねる。

市全額一部補助有

22,301

義務的

7,491

7,491

14,810

16,601

22,470

子育てに不安を持つ保護者＜補助金交
付先＞下里しおん保育園

在宅で幼児の
子育てをして
いる保護者（6
歳未満の児童
数ー認可保育
園入所時数）

事業開催日数

意図

手段
・

内容

子育て家庭に対する育児支援と育児不
安の解消を目的として下里しおん保育
園で実施。特別保育事業として「地域
子育て支援センター事業実施要綱」の
基準により実施

育児に対する不安を低減する。

対象

保育課
保育係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

直営（委託無）

根拠
法令
等

市独自上乗せ（上乗・横出）

26年度以
降方向性

拡大
27年度以
降方向性

19,932

市全額

17,280 2,652

市独自上乗せ（上乗・横出）

拡大
説明欄：国の子育て支援
交付金として補助があ
り、子育て支援課で按分
している。その他に利用
料5,966千円が充当され
る。

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

10,920

説明欄：

東久留米市一時保育事業実施要綱

16,200 2,723 18,923 10,234

事業
形態

直営（委託無）

在宅の 1歳～5
歳の児童数（1
歳～5歳の児童
数－ 1歳～ 5歳
の認可保育園
入所児数）

一時保育延べ利
用人数

一時保育延べ
利用人数／1歳
～5歳の児童数

対象
1歳から就学前で集団保育が可能な児
童を保育している保護者

手段
・

内容

私立保育園４園＋公設民営保育園２園
（下里しおん保育園、あそか保育園、
久留米みのり保育園、Nicot東久留
米、ひばり保育園、上の原さくら保育
園）で実施

保育課
保育係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

一時的に保育が必要な事由が発生した
際に保育サービスが利用できる。

意図

一時保育事業

全額補助 一部補助有

1,505 6,405 1,634

その他（　　　　　　　　　　　　　）

14,699 2,256 16,955 7,350

説明欄：就労の有無等の保育要件に関わりな
く全ての子育て家庭が利用できる一時保育
は、保護者の傷病・入院等への対応や育児等
に伴う心理的・肉体的負担軽減等のために必
要な事業である。「東久留米市次世代育成支
援行動計画（後期）」においても、２２年度
以降に開園予定の保育園では一時保育を実施
する計画としている。

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

説明欄：

東久留米市病児・病後児保育事業実施要綱
東京都病児・病後児保育事業実施要綱

4,900 1,545 6,445 1,634

病児・病後児保育事
業

全額補助 一部補助有 市全額

4,900

967

手段
・

内容

医療法人社団健智会・さいわい町診療
所に隣接する「こども静養室 めぐの
へや」で実施。保育のデイリープログ
ラムを立てて一日を快適に過ごせるよ
うにしている。利用に際して診察が条
件となっており、昼には医師の回診が
ある。

説明欄：病気の回復前または病気回復期であ
るが集団保育が困難な時期に保育を行うこと
で、保護者の子育てと就労の両立を支援する
とともに、児童の健全な育成に寄与するもの
である。今後は、病児・病後児保育施設を積
極的に情報提供し、子育て家庭が必要な時に
利用できるよう、努めていく。

病児・病後児
保育を利用し
た延べ児童数

26年度以
降方向性

拡大
27年度以
降方向性

拡大
説明欄：都の病児・病後
児保育事業補助により
2/3補助

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
保護者の子育てを支援するとともに児
童の健全な育成を図る。

2,900 891 3,791

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

一般財源

事業費の概要説明

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-04 家庭・地域における子育て力の向上

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標 指標 指標

事務事業全体
活動指標

（手段の数値指標化）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

149,099 2,222 △2.43 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 152,827 2,144 △2.73

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 157,118 2,060 1.1

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

5 5 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 箇 所 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 5 7 100

上乗 □ （ 箇 所 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 5 11 100

□ （ 箇 所 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

0 0 0 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 0 0 0

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 0 0 0

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

440 6 未把握 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 440 6 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 440 6 未把握

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

30,404

26年度以
降方向性

24,206
根拠
法令
等

自主的 努力義務的

各種（年代別）行事の開催回数

義務的
26年度以
降方向性

児童館運営事業

市独自上乗せ（上乗・横出）

54,647

意図

利用者の前年
対比増減率

事業
形態

施設利用者数

子育て支援課
児童係

児童館施設利用者

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

24,426

手段
・

内容

現状維持

説明欄：平成23年度、3児童館の運営を指定
管理者に委託したことにより日曜・祝日の開
館及び中高校生年代の居場所として利用時間
の延長が図られ、利用者ニーズに応えるとと
もに、利用者増にもつながった。5児童館の
運営連絡会などの開催により、統一のとれた
児童館運営を図っていく。

説明欄：平成23年度、3児童館の運営を指定
管理者に委託したことにより日曜・祝日の開
館及び中高校生年代の居場所として利用時間
の延長が図られ、利用者ニーズに応えるとと
もに、利用者増にもつながった。5児童館の
運営連絡会などの開催により、統一のとれた
児童館運営を図っていく。

11-04-09

27年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

24,426

32,777

直営（委託無）

対象

利用者が利用しやすい運営・行事の開
催

説明欄：

東久留米市立児童館条例

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助 一部補助有 市全額

30,721 54,927 24,206

21,870

各種行事の開催
回数

21,870

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（２）指定管理者の活
用

11-04-10 修繕実施件数 修繕対応率

手段
・

内容

・施設の保守点検
・施設の修繕
・施設の増改築

子育て支援課
児童係

7,680

自主的

児童館管理事業

事業
形態

116,468

107,754 7,601

直営（委託無）

根拠
法令
等

児童館施設

市独自上乗せ（上乗・横出）

対象

利用者が安全・快適に施設を利用でき
る環境を整える。

27年度以
降方向性

54,830

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

現状維持 現状維持

全額補助 一部補助有

東久留米市立児童館条例

108,570

107,754

市全額

現状維持

施設数

その他（　　　　　　　　　　　　　）

108,570116,250

115,355

8,498

現状維持
26年度以
降方向性

説明欄：東京都の民間児
童館等活動事業費補助金
が平成23年度で打ち切り
になった。

102,032108,970

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

根拠
法令
等

手段
・

内容

各中学校地区青少年健全育成協議会規約
東久留米市青少年対策事業補助金交付要綱

中学校地区青少年健
全育成協議会支援事
業

全額補助

対象

意図

中学校地区青
少年健全育成
協議会委員数

７地区の青少年健全育成協議会に対し
て、青少年健全育成に係わる活動（社
会環境の浄化、青少年の非行防止活動
等）を支援する。

中学校地区青少年健全育成協議会

自主的

７地区の中学校地区青少年健全育成協
議会が、青少年健全育成に係わる活動
により社会環境の浄化、青少年の非行
防止活動等を進める。

26年度以
降方向性

中学校地区青少
年健全育成協議
会年間事業活動

27年度以
降方向性

現状維持

5,963

3,026

2,800

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金適正化の
実施済み

5,826 2,800

現状維持
説明欄：

5,581

2,800

説明欄：各中学校地区青少年健全育成協議会
が主体となって青少年の健全育成に貢献して
いる現状に、市は補助金を交付し支援すると
ころである。その有効性から、今後も活動を
継続してほしいところではあるが、地区役員
の後継者の確保が難しくなってきている現状
もある。
また、平成25年度までは1地区につき一律

40万円を支給していたが、行財政改革アク
ションプランの「補助金の適正化」により、
平成26年度から予算の範囲内において基本額
＋生徒数割の計算を導入する。予算としては
20万円減。

26年度以
降方向性

説明欄：各中学校地区青少年健全育成協議会
が主体となって青少年の健全育成に貢献して
いる現状に、市は補助金を交付し支援すると
ころである。その有効性から、今後も活動を
継続してほしいところではあるが、地区役員
の後継者の確保が難しくなってきている現状
もある。
また、平成25年度までは1地区につき一律

40万円を支給していたが、行財政改革アク
ションプランの「補助金の適正化」により、
平成26年度から予算の範囲内において基本額
＋生徒数割の計算を導入する。予算としては
20万円減。

現状維持
27年度以
降方向性

2,800

11-04-11

子育て支援課
子育て支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的

2,800

11-04-12

子育て支援課
子育て支援係

現状維持

0

0

東久留米市青
少年問題協議
会の委員数

義務的

事業
形態

その他（　　　　　　　　　　　　　）

努力義務的

直営（委託無）

103

市長の諮問について、青少年の育成に
係わる市民、関係行政庁職員、市議、
学識経験者の議論を取りまとめ答申す
る。

市全額

委員活動延べ
人数割合

3,163

2,800

市長の諮問にもとづき協議会を開催
し、運営する。
協議会は、青少年の健全育成に関する
調査・審議をする市長の付属機関であ
り､平成20年9月から22年8月までの2年
間、青少年健全について審議し市長へ
答申する。

0

0

報告件数
（2年に１回）

東久留米市青少年問題協議会

2,781

直営（委託無）

意図

対象

0

103

委員年間事業活
動

手段
・

内容全額補助 一部補助有

東久留米市青少年問
題協議会運営事業

説明欄：
現状維持

27年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 26年度以

降方向性
現状維持

27年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

00

地方青少年問題協議会法
東久留米市青少年問題協議会条例
東久留米市青少年問題協議会条例施行規則

意図

義務的 努力義務的

努力義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

事業
形態

市独自上乗せ（上乗・横出）

0

0

0

説明欄：平成22年8月に「青少年の心の豊か
さと健やかさを求めて（その2）」を市長に
答申した。その後、新たな諮問の整理を行っ
ているところである。

説明欄：平成22年8月に「青少年の心の豊か
さと健やかさを求めて（その2）」を市長に
答申した。その後、新たな諮問の整理を行っ
ているところである。

説明欄：平成23年度、市内5児童館のうち3館
で指定管理者を導入した。市直営の2館のう
ち、老朽化したくぬぎ児童館は耐震診断の結
果を踏まえ、利用者の安全を優先し、平成26
年2月末に利用停止とした。
（修繕実施件数は、中央・くぬぎ2館分）

説明欄：平成23年度、市内5児童館のうち3館
で指定管理者を導入した。市直営の2館のう
ち、老朽化したくぬぎ児童館は耐震診断の結
果を踏まえ、利用者の安全を優先し、平成26
年2月末に利用停止とした。
（修繕実施件数は、中央・くぬぎ2館分）

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

一般財源

事業費の概要説明

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-04 家庭・地域における子育て力の向上

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標 指標 指標

事務事業全体
活動指標

（手段の数値指標化）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

10 5 2,073 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 10 5 2,100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 10 5 2,216

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

愛のひと声運動実施委員会
愛のひと声運動単位実行委員会

11-04-13 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

470

愛のひと声運
動単位実行委
員会委員長会
委員数

実施委員会等会
議開催件数

子育て支援課
子育て支援係

事業
形態

直営（委託無）

根拠
法令
等

その他（　　　　　　　　　　　　　）

愛のひと声運動支援
事業

意図

手段
・

内容一部補助有

愛のひと声運動実施要領
東久留米市愛のひと声運動補助金交付要綱

全額補助

努力義務的自主的 義務的

①実施委員会会議
②単位実行委員会
③各単位実行委員会での活動（ひと声
運動の説明、地域巡回等）

対象

27年度以
降方向性

現状維持

愛のひと声運動実施委員会及び愛のひ
と声運動単位実行委員会が青少年に対
して､日常のあいさつ・ひと声運動か
ら青少年の健全育成を図る。

238

2,617

2,395

26年度以
降方向性

地域巡回活動
延べ人数

232

説明欄：27年度以
降方向性

現状維持

2,347

232 2,163

238

4702,147

2,109

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金適正化の
実施済み

現状維持
26年度以
降方向性

現状維持

説明欄：平成25年度は、3年に一度の「愛の
ひと声運動」標語を選定を行った。また、標
語の看板設置、委員の現場視察随行などの活
動を行った。課題としては、本事業が市民の
ボランティア活動であるため、人員の確保が
必要であり、事業の周知や事業内容の精査が
課題である。

説明欄：平成25年度は、3年に一度の「愛の
ひと声運動」標語を選定を行った。また、標
語の看板設置、委員の現場視察随行などの活
動を行った。課題としては、本事業が市民の
ボランティア活動であるため、人員の確保が
必要であり、事業の周知や事業内容の精査が
課題である。

東久留米市


